
（別添１）

社会福祉施設等における点検項目（例）

１．停電に備えた点検

＜非常用自家発電機関係＞

① 非常用自家発電機が有る場合

・燃料の備蓄と緊急時の燃料確保策（24 時間営業のガソリンスタンド等

の確認、非常用自家発電機の燃料供給に係る納入業者等との優先供給協

定など）を講じているか。

・定期的な検査とともに、緊急時に問題なく使用できるよう性能の把握及

び訓練をしているか。

② 非常用自家発電機が無い場合

・医療的配慮が必要な入所者（人工呼吸器・酸素療法・喀痰吸引等）の有

無、協力病院等との連携状況などを踏まえ、非常用自家発電機の要否を

検討しているか。

・医療的配慮が必要な入所者がいる場合、非常用自家発電機の導入（難し

ければ、レンタル等の代替措置）を検討しているか。

＜電灯（照明）関係＞

・照明を確保するための十分な数の懐中電灯やランタン等の備蓄をしているか。

＜防寒関係＞

・石油（灯油）ストーブ等の代替暖房器具とその燃料を準備するとともに、毛

布、携帯用カイロ、防寒具などの備蓄をしているか。

＜介護機器・器具関係＞

・医療機器等の予備バッテリー又は充電式や手動式の喀痰吸引器等の代替器具

を準備しているか。

・人工透析患者に係る緊急時の対応、ニーズ、必要物資等を把握し、自治体の

透析担当者や各透析施設等との連携体制が確保されているか。

２．断水に備えた点検



＜生活用水関係＞

・近隣の給水場を確認し、大容量のポリタンク等の給水容器の準備をしてい

るか。

・災害時協力井戸の確保（酒造会社等）をしているか。

・衛生面を考慮しつつ、地下水（井戸水）の利用の検討をしているか。

（注）節水のため、食器を汚さないように使用するラップや紙皿などを備

蓄しておくこと。

（注）入浴は、緊急時には、ウェットティ ッシュによる清拭などによる代

替手段を検討すること。

＜飲料水関係＞

・飲料水の備蓄をしているか。

（注）災害時には、近隣からの避難者等の受入れにより、これらの者に対

しても飲料水の提供が必要な場合があるため、利用者・職員分だけで

はなく、十分な数を備蓄しておくこと。

＜汚水・下水関係＞

・携帯トイレや簡易トイレ、オムツ等の備蓄をしているか。

３．ガスが止まった場合に備えた点検

・カセットコンロ及びカセットガス等の備蓄をしているか。

（注）比較的簡単に備蓄できるが、火力が弱く、大量の食事を一度に調理

することは難しいため、多めに備蓄しておくことが望ましい。

・プロパンガスの導入又は備蓄（難しければ、ガス業者等からのレンタルの

可否の確認）をしているか。

・調理が不要な食料（ゼリータイプの高カロリー食等）を備蓄しているか。

４．通信が止まった場合に備えた点検

・通信手段のバッテリー（携帯電話充電器、乾電池等）を確保しているか。

・複数の通信手段（携帯電話メール、公衆電話、災害用トランシーバー、衛

星電話等）を確保しているか。

（注）緊急時に想定している通信手段の使用方法等を予め確認しておくこ

と。



５．物資の備蓄状況の点検

・食料、飲料水、生活必需品、医薬品、衛生用品、情報機器、防寒具、非常

用具、冷暖房設備・空調設備稼働用の燃料について、季節ごとに１日の必要

量を把握しているか。

・食料などについて、上記を踏まえた備蓄量となっているか（飲料水等は再

掲）。

（注）消費期限があるものは、定期的な買換えが必要となることに留意す

ること。

（注）利用者だけではなく、職員分及び避難者分なども含め十分な物資を

備蓄しておくこと。

（注）備蓄物資については、津波や浸水等の水害や土砂災害等に備え、保

管場所にも留意すること。

６．その他留意事項

・点検は、南海トラフ地震の想定地域等特段の対応が求められる場合を除き、

最低限３日間以上は業務が継続できるようにするとの視点に立って行うこ

と。

・上記の点検項目は、最低限ライフライン等を維持・確保するための例であ

り、各社会福祉施設等において点検を行うに当たっては、実際に災害が発生

した際に利用者の安全確保ができる実効性のあるものとなるよう、当該施設

等の状況や地域の実情を踏まえた内容とすること。

・上記の点検項目以外にも、災害対策においては、利用者の避難方法や緊急

時の職員間の連絡体制の構築、平時における避難訓練の実施、消防等関係機

関や地域住民との連携体制の確保等が重要であることから、これらにも留意

する必要があること。

・上記の点検項目を含め、災害時における事業継続の方法については、BCP（事

業継続計画）として予め文書で整理し、役職員間で共有しておくとともに、

平時の段階から、当該BCP を踏まえた訓練や物資の点検等の具体的な活動を

実践していくことが望ましいこと。

・災害対策については、単独の法人や社会福祉施設等での対応には限界があ

ることから、「災害時の福祉支援体制の整備について」（平成30 年５月31 日



付け社援発0531 第１号）を踏まえ、平時の段階から、都道府県が中心とな

って構築している「災害福祉支援ネットワーク」へ積極的に参画し、地域全

体の防災体制の底上げに協力を図ること。


